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介護の質の変化を反映した価格の把握手法に関する研究 

―統計データによる分析と試算―* 

村舘靖之、菊川康彬、桑原進**

概要

西崎(2022)における他国の状況や有識者ヒアリングの結果および、当研究所における医
療の質測定における研究成果に基づき試算を行い、質を考慮した介護サービスのデフレー
ター計算方法について検討を深める。具体的には、介護サービスの価格として、インプット
ではなくアウトプット、アウトカムをベースに財・サービスを捉える視点をもとに、受給者
各個人が介護サービスとして提供されるもの全体の費用を価格と考え、要介護度別の細分
化を通じた質の調整の計算を試みた。試算値は、既存の CPI 介護料と比較し、上昇幅が大
きい（介護の実質付加価値の伸びは小さい）という結果になった。但し、今回試算値の手法
においても細分化が不十分という限界があり、価格を測定する財・サービスの質を一定にす
るために、これまでの CPI 介護料に基づく手法同様、明示的に質を確認する必要がある点
で変わりはない。より適切なデフレーターの計算方法を検討するには、厚生労働省が始めて
いる介護サービスの質の評価に関する取り組みなど、明示的な質の調整の実務における進
展を待つ必要があると考える。

*（謝辞）本稿の内容は、筆者が属する組織の公式の見解を示すものではなく、あり得べき誤り等に関して

のすべての責任は筆者にある。
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１．はじめに 

本稿では、西崎(2022)における他国の状況や有識者ヒアリングの結果および、当研究所に
おける医療の質測定における研究成果に基づき試算を行い、質を考慮した介護サービスの
デフレーター計算方法について検討を深める。 
具体的には、要介護度別に細分化した一人あたり介護費用を加重平均する形でデフレー

ターを試算した。要介護でコントロールした要介護者の数が介護の実質 GDP と比例すると
いう考え方である（細分化アプローチによる産出数量法）。同じ要介護度にも関わらず、費
用が増大すれば、価格の上昇と考えることになる。
試算値は、既存の CPI 介護料と比較し、上昇幅が大きい（介護の実質付加価値の伸びは

小さい）という結果になった。今回試算値の手法にも限界があり、より適切なデフレーター
の計算方法を検討するには、厚生労働省が始めている介護サービスの質の評価に関する取
り組みなど、明示的な質の調整の実務における進展を待つ必要がある。 
以下では、まず、GDP統計における介護サービスのデフレーターの位置づけを確認する。

次に、現行のデフレーターの推計方法とその課題を検討する。その上で、要介護度別に細分
化した一人あたり介護費用に基づくデフレーターを試算し、CPI における介護料との違い
を確認する。本稿で取り組んだ細分化に基づく非明示的な質調整の限界について述べた上
で、明示的質調整を実務で行うことを含む、厚生労働省の科学的介護について紹介し、今後
の方向性について述べる。 

２．GDP 統計における介護サービスのデフレーターの位置づけ 

介護サービスのデフレーターは、GDP統計上、生産側で生産量を実質化する際に用いら
れ、同じデフレーターが、支出側でも用いられている。具体的には、介護サービスの集計量
は、GDP 統計には、名目値のみであれば、複数の表に内数として登場するが、実質値が用
いられるのは、経済活動別国内総生産における保健衛生・社会事業の内数、及び国内総生産
（支出側）における民間最終消費支出及び政府最終消費支出の内数である。介護サービスと
して独立した生産額、支出額が公表されているわけではないが、計算の過程で、介護サービ
スのデフレーターが用いられている。
経済活動別国内総生産の推計のベースとなる産業連関表（取引表、生産者価格評価、基本

分類）では、介護（施設サービス）、介護（施設サービス除く）と二つの産業・財に分割さ
れているが、デフレーターは同じものを用いている。このデフレーターは、支出側の実質値
を計算する際にも用いられる。 
介護の国内名目生産額は、以上の産業連関表に加え、介護保険事業状況報告、介護給付費

の状況などを元に推計される。名目値を CPI の介護料から作成したデフレーターで除して
実質国内生産額が作成される。医療と同じ推計手法が用いられており、教育とは異なり、イ
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月の費用ベースで、全体の約 4 割に相当）する 1。その上で、さらに所得区分別の利用者負
担分の価格を用いる（現在 1割負担、2割負担、3割負担が存在）。なお、高額介護サービス
費を考慮する（自己負担には月々、上限が存在）。次に各サービスから、介護を受ける施設
または介護の種類を選定する。所要時間区分のあるサービスについては、利用者の多い区分
を選定する。要介護度別に負担額が設定されているサービスについては、それらの価格をす
べて用いる。 
 CPI 介護料の元となるのが個々の介護サービス価格であり、介護保険がカバーする部分
は介護報酬改定により設定される。介護サービスの利用に当たっては、介護保険の利用がほ
とんどであり、介護報酬改定が介護サービス価格をおおむね決定している。 
現行の介護サービスのデフレーターは、介護報酬改定を反映した CPI 介護料に基づき計

算されるが、いくつか課題が存在する。一つは、CPI 介護料はモデル式を用いるにしても、
あくまで少数のサービスを選定して、全体を推計している点である。もう一つは、より深刻
なのであるが、使われている価格がそもそも適切でない可能性があることであり、質測定が
問題となる部分である。 
介護市場における価格は、介護報酬改定で決まり、この価格が適切であれば、問題は全く

ない。しかし、介護市場も医療市場と同様競争原理が働くものの市場とはいえない準市場で
ある。従って、医療と同じく、公定価格が中心の現行のデフレーターが実質アウトプットを
推計する上で適切なものとなっているかどうかが、課題となる 2。 
医療については、当研究所では死亡率の改善などの治療の効果や治療に関わる様々な側

面を測定し、数量の変化として計算する明示的質調整、もしくは傷病別に完結治療で価格を
評価するという細分化による質調整（＝産出数量法）を検討してきている 3。 
西崎(2022)では、介護についても、質を調整するために国際機関が推奨する細分化に基づ

くデフレーターの推計を試みること、さらに細分化に当たっては、従来の CPI 介護料が行
う品目別だけではなく、要介護度別介護サービス受給者による細分化を提案しており、以下
では、それに基づく試算を行う 4。 

1 筆者による仮計算結果より。

2 田中 (2007)は介護に関する準市場について論じている。 
3 石橋ほか(2020),今井ほか(2021)を参照。今井ほか(2021)は、医療について死亡率の改善
を数量の変化として計算する明示的質調整に関する論文である。石橋ほか（2020）は傷病
別に完結治療で価格を評価するという細分化による質調整を検討している。 
4 国連において現在 2025SNAに向けて作業が行われているが、そこにおける現時点の議論

においても、SNAにおいて明示的質調整を取り込むことについては慎重である。詳細は国

連統計部のウェブサイトで公表されているガイドライン案、Task Force on the SNA 

Research Agenda 他(2020)を参照。 
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以上のように、試算値と CPI 介護料を比較すると、様々な相違点が存在するが、現行の

介護のデフレーターには、利用者負担の変化の調整を含む、様々な調整が加えられており、
試算値と比較すると、両者の相違点の中心は、数量（＝実質値）をどう捉えるかという概念
上のものとなる。すなわち、介護サービスの測定単位は個別サービスが望ましいか、サービ
ス受給者単位が望ましいかという点となる。 
ただ、今回の試算値では、既存の要介護度のくくりに縛られており、西崎（2022）が指摘

するような水準の細分化に到達していない。動きに乖離が生じている最大の理由は、現行の
デフレーターの方がむしろより細分化されているところから生じている可能性がある。特
に試算値では、同じ要介護度でも必要となるサービスの増加要因として言及されることの
多い認知症の影響が分離できていないところが課題となっており、この細分化が行われれ
ば、概念としては違うものの、以下のような理由により実質的な違いがほとんどないと思わ
れる。 
 要介護度に応じたサービス提供水準がケアプランにより決められており、提供され

るサービス量の違いは限定的である。 
 要介護度レベルの細分化では、現行の CPI 介護料とほとんど変わりがない。 
 
また試算値のように受給者を実質アウトプットの単位とした場合、将来人手不足や予算

制約からやむなくサービスをカットしても実質 GDP は変化しないなど、不都合が存在（＝
いずれしても明示的質調整が必要）する。さらに、介護サービスでは競争的な価格と同等の
価格となるような仕組みが存在していると考えれば、むしろ現行の方法の方が、SNA の基
準と整合的と考えられる。このほか、介護レセプトは、悉皆性に問題があり、被保険者番号
がユニークでないなど名寄せにも問題があることも追記しておく。 

 

５．明示的な質の調整に関する厚生労働省の政策 

 介護における明示的質調整については、近年では実務面での進展がむしろ著しい。厚生労
働省は、令和３度から、科学的介護の推進を開始しており、その一環で、介護データベース
を含む様々なデータベース（LIFE:科学的介護情報システム）を活用し、介護現場における
介護の質測定（とそれに基づく PDCA サイクルの実現）に取り組んでいる。データの収集
と活用にとどまらず、このような取り組みを行う事業所への加算（科学的介護推進体制加算）
や ADLの維持加算が含まれており、実務面で質の測定を行い、価格（介護報酬）へ反映す
る試みが進み始めている。詳細は厚労省ウェブサイトの関連ページを参照ありたい。5これ
が進めば、将来的には、明示的な質が価格に反映されるとも考えられる。 

5 https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html（最終訪問 2022/04/06） 
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６．むすび 

 本稿では、介護サービスの価格として、インプットではなくアウトプット、アウトカムを
ベースに財・サービスを捉える視点をもとに、受給者各個人が介護サービスとして提供され
るもの全体の費用を価格と考えた。 
現段階では既存の業務統計で計算できることとして、要介護度別の細分化を通じた質の

調整の計算を試みた。要介護度の高い受給者の増加が価格に与える影響を調整するという
考え方である。 
但し、今回の試算値は、介護サービス受給者を産出単位とする産出数量法に過ぎず、現行

の方法と比較して、望ましい性質を持っているとまでは言えない。 
介護の質を明示的に測定することを含む、厚生労働省が推進するエビデンスに基づく科

学的介護の取り組みは、今後普及することが予想される。これらの成果を待ちたい。 
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